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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。  

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

回次 
第70期 

第３四半期 
連結累計期間 

第71期 
第３四半期 
連結累計期間 

第70期 

会計期間 
自  平成29年１月１日
至  平成29年９月30日

自  平成30年１月１日 
至  平成30年９月30日 

自  平成29年１月１日
至  平成29年12月31日

売上高 (百万円) 778,782 785,208 1,053,164 

経常利益 (百万円) 23,195 19,467 32,143 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 13,455 10,359 25,106 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 18,457 15,686 46,585 

純資産額 (百万円) 317,615 351,616 345,742 

総資産額 (百万円) 694,601 719,936 747,322 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 61.32 47.56 114.41 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 42.28 44.76 42.31 
 

回次 
第70期 

第３四半期 
連結会計期間 

第71期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成29年７月１日
至  平成29年９月30日

自  平成30年７月１日 
至  平成30年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.45 7.58 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間（平成30年１月１日～平成30年９月30日）におけるわが国経済は、景気は回復基調で推

移しましたが、台風や豪雨、地震など相次ぐ自然災害もあり個人消費は力強さを欠きました。  

当業界におきましては、お客様の節約志向が続き販売競争が激化する中で、７、８月の記録的な猛暑の影響を受

け、パン類の消費は落ち込みました。さらに、原料価格の上昇に加え、人手不足を背景とした人件費や物流コスト、

エネルギーコストの増加により収益が圧迫される厳しい経営環境となりました。  

このような情勢下にありまして、当社グループは、品質向上と新製品開発に積極的に取り組み、「厳撰100品」を

中心とした主力製品の拡販につとめるとともに、高品質・高付加価値製品を開発する一方で、お客様の節約志向に対

応した値頃感のある製品を投入するなど、営業・生産が一体となった部門別製品施策・営業戦略、小委員会による

「なぜなぜ改善」を推進し、売上確保をはかってまいりました。  

本年４月に輸入小麦の政府売渡価格が引き上げられ、これを受けて業務用小麦粉が値上げされました。小麦粉の値

上げは３回連続となり、この間、人件費や物流コストの増加に加えエネルギーコストも上昇していることから、当社

は、引き続き高品質で安全・安心な製品を提供するため、本年７月１日出荷分から、食パンや菓子パンの主力70品に

ついて平均3.8％の値上げを実施しました。  

また、本年２月１日に竣工稼働した神戸工場の最新の生産設備と増強された生産能力を活用し、関西・中四国地区

を中心にフレッシュな製品提供を強化して売上向上をめざすとともに、大阪第一工場の食パンラインを停止して９月

１日から食パンの生産を近隣工場に移管して、稼働率の向上による効率化をはかりました。  

デイリーヤマザキのコンビニエンスストア事業につきましては、コンビニエンスストア事業の種蒔きの仕事である

商品開発の体制を整備し品質向上と新製品開発に取り組むとともに、首都圏リージョン小委員会を定期的に開催して

店舗運営の改善につとめ、ベーカリー機能の導入など店舗機能強化のための改装を推進し、店舗売上の増加をめざし

ました。  

当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は7,852億８百万円（対前年同期比100.8％）となりまし

たが、記録的な猛暑の影響により売上が伸び悩む中で、人件費や物流コスト、エネルギーコストの増加に加え、神戸

工場稼働に伴う減価償却費の負担増もあり、営業利益は181億96百万円（対前年同期比82.8％）、経常利益は194億67

百万円（対前年同期比83.9％）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、自然災害による

特別損失を計上したこともあり103億59百万円（対前年同期比77.0％）となりました。  
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セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  
＜食品事業＞ 

食品事業の主要製品別の売上状況は次のとおりであります。 

①食パン部門（売上高739億９百万円、対前年同期比100.1％） 

  食パンは、販売を強化した「ロイヤルブレッド」が好調に推移し、健康志向製品の「ダブルソフト全粒粉」が寄

与して「ダブルソフト」シリーズが大幅に伸長しました。7月に入り、猛暑の影響により売上が伸び悩みました

が、自家製発酵種ルヴァンを活用した「新食感宣言ルヴァン」を9月から全国発売して取扱拡大につとめ、前年同

期の売上を確保しました。  

②菓子パン部門（売上高2,687億円、対前年同期比100.5％） 

  菓子パンは、猛暑の影響もあり第3四半期は厳しい販売状況となりましたが、「ホワイトデニッシュショコラ」

などのペストリーが好調に推移し、新規格の小ぶりのコッペパンやプレミアムスナックスティックが大きく伸長す

るとともに、自家製発酵種ルヴァンを活用した「塩バターフランスパン」などのハードロールが伸長し、前年同期

の売上を上回りました。  

③和菓子部門（売上高500億65百万円、対前年同期比97.5％） 

  和菓子は、上半期の和生菓子の不振が影響し売上は前年同期を下回りましたが、6月中旬より、主力の大福、ま

んじゅう、どら焼きや彼岸のおはぎの消費期限を延長して取扱拡大につとめましたところ、手応えをもって売上回

復傾向となりました。  

④洋菓子部門（売上高962億５百万円、対前年同期比101.3％） 

  洋菓子は、主力の2個入り生ケーキや「まるごとバナナ」などのチルドケーキが伸長するとともに、「大きなシ

ュークリーム」などのシュークリームや「イチゴスペシャル」などのスナックケーキが好調に推移し、コンビニエ

ンスストアチェーン向け製品対応を強化した効果もあり、売上増となりました。  

⑤調理パン・米飯類部門（売上高1,235億40百万円、対前年同期比104.0％） 

  調理パンは、「こだわりソースの焼きそばパン」などのロールパンが好調に推移するとともに、㈱サンデリカに

おいて大手コンビニエンスストアチェーンとの米飯類の取引が拡大したことに加え、夏場に調理麺の売上が拡大

し、調理パン・米飯類は好調な売上となりました。  

⑥製菓・米菓・その他商品類部門（売上高1,215億４百万円、対前年同期比101.7％） 

  製菓・米菓・その他商品類は、㈱不二家の「ホームパイ」や㈱東ハトの「ポテコ」などのスナックが好調に推移

しました。また、ヤマザキビスケット㈱は、「ノアール」や「ルヴァンプライムスナック」の新製品を投入して品

揃えを充実し取扱拡大につとめました。  

以上の結果、食品事業の売上高は7,339億25百万円（対前年同期比101.1％）、営業利益は174億21百万円（対前

年同期比82.0％）となりました。 
  

＜流通事業＞ 

  デイリーヤマザキのコンビニエンスストア事業につきましては、原材料や製法の見直し等、品質向上をはかった

ベストセレクションおにぎりを本年2月から全国発売し、5月には「助六寿司」や「いなり寿司」の品質向上を行

い、お客様の好評を得るとともに、麺の品質を向上させた調理麺が好調に推移しました。既存店売上は前年同期を

上回りましたが、直営店舗数の減少により営業総収入は432億３百万円（対前年同期比96.0％）となり、営業損失

は８億６百万円（前年同期は８億10百万円の営業損失）となりました。  
  

 

セグメントの名称 区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％) 

食品事業 食パン 73,909 100.1 

  菓子パン 268,700 100.5 

  和菓子 50,065 97.5 

  洋菓子 96,205 101.3 

  調理パン・米飯類 123,540 104.0 

  製菓・米菓・その他商品類 121,504 101.7 

  食品事業計 733,925 101.1 

流通事業 43,203 96.0 

その他事業   8,079 104.3 

合計 785,208 100.8 
 

― 4 ―



＜その他事業＞ 

  その他事業につきましては、売上高は80億79百万円（対前年同期比104.3％）、営業利益は15億２百万円（対前

年同期比126.8％）となりました。  

  

 (2) 財政状態の分析 

  当第３四半期連結会計期間末の資産合計は7,199億36百万円で、前連結会計年度末に対して273億86百万円減少し

ました。流動資産は2,500億16百万円で、借入金の返済等による現金及び預金の減少や受取手形及び売掛金の減少

等により、前連結会計年度末に対して339億92百万円減少しました。固定資産は4,699億20百万円で、有形固定資産

の新規取得や投資有価証券の増加等により、前連結会計年度末に対して66億６百万円増加しました。負債合計は

3,683億20百万円で、支払手形及び買掛金等の支払債務の減少や借入金の返済により、前連結会計年度末に対して

332億59百万円減少しました。純資産は3,516億16百万円で、自己株式の取得による減少がありましたが、利益剰余

金の増加等により、前連結会計年度末に対して58億73百万円増加しました。 

  この結果、自己資本比率は44.76％となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は59億93百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5) 主要な設備 

①  当第３四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画の主なものは次のとおりであり

ます。 

 (注)１  受変電設備の更新のため、生産能力の増加はありません。 

     ２  本明細は、消費税等を除いて表示しております。 
  

②  前連結会計年度末及び当第３四半期連結累計期間において計画中であった重要な設備について、当第３四半期

連結累計期間に完了したものは次のとおりであります。 

 (注) 本明細は、消費税等を除いて表示しております。 

  

 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

セグメント 

の名称 
設備の内容 

投資予定額 資金 

調達 

方法 

着手年月 
完了予定 

年月 

完成後の 

増加能力 総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社 

伊勢崎工場 
(群馬県伊勢崎市) 

食品事業 調理食品生産設備 246 － 自己資金 平成30年11月 平成31年５月
生産能力 
66％増 

伊勢崎工場 
(群馬県伊勢崎市) 

食品事業 受変電設備更新 399 － 自己資金 平成31年６月 平成32年３月
― 

(注)１ 

ヤマザキ 

ビスケット㈱ 
古河事業所 
(茨城県古河市) 

食品事業 製菓生産設備 2,149 319 自己資金 平成30年５月 平成30年12月
生産能力 
30％増 

不二家 

(杭州) 

食品有限公司 

本社工場 
(中国浙江省杭州市)

食品事業 製菓生産設備 568 242 自己資金 平成30年10月 平成30年12月
生産能力 
32,400枚/h 

 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメントの名称 設備の内容 

金額 

(百万円) 
完了年月 

提出会社 

神戸工場(神戸市西区) 食品事業 工場新設 20,571 平成30年２月 

本社(東京都千代田区) 食品事業 受変電設備、空調設備等更新 2,071 平成30年３月 

㈱サンデリカ 奈良事業所(奈良県大和郡山市) 食品事業 事業所新設 1,907 平成30年３月 

㈱不二家 富士裾野工場(静岡県裾野市) 食品事業 製菓生産設備 872 平成30年８月 

㈱盛岡デリカ 本社(岩手県紫波郡矢巾町) 食品事業 廃水処理設備更新 210 平成30年９月 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 800,000,000 

計 800,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成30年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成30年11月12日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 220,282,860 220,282,860 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数  100株 

計 220,282,860 220,282,860 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成30年９月30日 － 220,282 － 11,014 － 9,664 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年６月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

(注)１  「単元未満株式」欄には、自己株式８株が含まれております。 

２  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株（議決権10個）

含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  

 

      平成30年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 2,891,200
 

― 
権利内容に何ら限定のない当社における
標準となる株式（単元株式数は100株） 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

217,293,400
2,172,934 同上 

単元未満株式 
普通株式 

98,260
― 同上 

発行済株式総数 220,282,860 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,172,934 ― 
 

    平成30年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
山崎製パン株式会社 

東京都千代田区岩本町 
３－10－１ 

2,891,200 ― 2,891,200 1.31 

計 ― 2,891,200 ― 2,891,200 1.31 
 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 
生産管理本部長兼生産統括本部
生産企画本部長兼生産企画部長
兼生産統括本部洋菓子本部担当 

取締役 
生産管理本部長兼生産統括本部
生産企画本部長兼生産企画部長 

吉田谷 良一 平成30年５月25日 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年１月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、日栄監査法人による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 132,850 112,420 

    受取手形及び売掛金 ※２  111,765 ※２  99,365 

    商品及び製品 11,693 12,196 

    仕掛品 1,167 785 

    原材料及び貯蔵品 9,565 9,467 

    繰延税金資産 3,984 3,435 

    その他 13,342 12,726 

    貸倒引当金 △360 △382 

    流動資産合計 284,009 250,016 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 365,906 379,707 

        減価償却累計額 △271,742 △275,414 

        建物及び構築物（純額） 94,164 104,292 

      機械装置及び運搬具 477,236 493,617 

        減価償却累計額 △399,595 △409,329 

        機械装置及び運搬具（純額） 77,640 84,287 

      工具、器具及び備品 31,992 33,089 

        減価償却累計額 △24,638 △25,446 

        工具、器具及び備品（純額） 7,354 7,643 

      土地 109,569 109,061 

      リース資産 15,519 14,144 

        減価償却累計額 △10,220 △9,610 

        リース資産（純額） 5,299 4,533 

      建設仮勘定 13,473 3,041 

      有形固定資産合計 307,502 312,860 

    無形固定資産     

      のれん 10,887 9,974 

      その他 8,665 8,110 

      無形固定資産合計 19,553 18,085 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 86,358 91,781 

      長期貸付金 800 769 

      退職給付に係る資産 681 681 

      繰延税金資産 19,379 16,997 

      その他 31,858 31,635 

      貸倒引当金 △2,820 △2,890 

      投資その他の資産合計 136,258 138,974 

    固定資産合計 463,313 469,920 

  資産合計 747,322 719,936 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 ※２  79,699 ※２  73,106 

    短期借入金 54,578 55,321 

    リース債務 2,109 1,754 

    1年内償還予定の社債 140 140 

    未払法人税等 9,308 2,285 

    未払費用 39,647 35,520 

    賞与引当金 4,359 12,189 

    販売促進引当金 1,156 1,070 

    店舗閉鎖損失引当金 60 12 

    資産除去債務 59 42 

    その他 ※２  44,132 ※２  32,569 

    流動負債合計 235,254 214,012 

  固定負債     

    社債 370 230 

    長期借入金 40,823 31,590 

    リース債務 3,643 3,120 

    役員退職慰労引当金 4,092 3,626 

    環境対策引当金 44 37 

    退職給付に係る負債 105,180 103,384 

    資産除去債務 4,458 4,514 

    その他 7,713 7,804 

    固定負債合計 166,325 154,307 

  負債合計 401,580 368,320 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 11,014 11,014 

    資本剰余金 9,667 9,667 

    利益剰余金 276,934 282,246 

    自己株式 △897 △5,240 

    株主資本合計 296,718 297,687 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 33,915 37,677 

    繰延ヘッジ損益 － 0 

    土地再評価差額金 99 99 

    為替換算調整勘定 △44 △147 

    退職給付に係る調整累計額 △14,526 △13,100 

    その他の包括利益累計額合計 19,443 24,529 

  非支配株主持分 29,580 29,399 

  純資産合計 345,742 351,616 

負債純資産合計 747,322 719,936 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 778,782 785,208 

売上原価 497,703 504,863 

売上総利益 281,078 280,344 

販売費及び一般管理費 259,096 262,147 

営業利益 21,982 18,196 

営業外収益     

  受取利息 59 64 

  受取配当金 598 644 

  固定資産賃貸収入 436 605 

  持分法による投資利益 203 201 

  雑収入 974 784 

  営業外収益合計 2,271 2,300 

営業外費用     

  支払利息 627 625 

  固定資産賃貸費用 194 243 

  雑損失 235 160 

  営業外費用合計 1,057 1,028 

経常利益 23,195 19,467 

特別利益     

  固定資産売却益 50 295 

  収用補償金 244 － 

  その他 12 28 

  特別利益合計 307 324 

特別損失     

  固定資産除売却損 1,195 1,030 

  災害による損失 － 662 

  減損損失 468 232 

  のれん償却額 291 － 

  その他 140 221 

  特別損失合計 2,095 2,148 

税金等調整前四半期純利益 21,407 17,643 

法人税等 7,838 6,918 

四半期純利益 13,569 10,725 

非支配株主に帰属する四半期純利益 113 366 

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,455 10,359 
 

― 11 ―



【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成30年１月１日 
 至 平成30年９月30日) 

四半期純利益 13,569 10,725 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 2,317 3,774 

  繰延ヘッジ損益 0 0 

  為替換算調整勘定 380 △251 

  退職給付に係る調整額 2,167 1,422 

  持分法適用会社に対する持分相当額 23 15 

  その他の包括利益合計 4,888 4,960 

四半期包括利益 18,457 15,686 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 18,251 15,444 

  非支配株主に係る四半期包括利益 206 241 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

１  債務保証 

加盟店等に対して下記の債務保証をしております。 

  

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、当第

３四半期連結会計期間末日が金融機関が休日のため、次のとおり四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末残高に含まれております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。 

  

  
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

㈱ジェフグルメカード 30百万円(  営業債務  ) 30百万円(  営業債務  )

高知県食品工業団地協同組合 20百万円(   借入金   ) 20百万円(   借入金   )

合計 50百万円 50百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成29年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

受取手形 7百万円 7百万円 

支払手形 484百万円 518百万円 

流動負債その他 
（設備関係支払手形） 

3,265百万円 384百万円 
 

  
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成29年１月１日 

   至  平成29年９月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成30年１月１日 

   至  平成30年９月30日） 

減価償却費 26,986百万円 27,993百万円 

のれんの償却額 1,245百万円 912百万円 
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成29年１月１日  至  平成29年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  
当第３四半期連結累計期間(自  平成30年１月１日  至  平成30年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  
３．株主資本の著しい変動 

当社は、平成30年２月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,047,300株の取得を行っております。この結

果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が4,343百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自

己株式が5,240百万円となっております。 

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 3,949 18 平成28年12月31日 平成29年３月31日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成30年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 5,047 23 平成29年12月31日 平成30年３月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成29年１月１日  至  平成29年９月30日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  (注) １ セグメント利益又は損失の調整額360百万円は、セグメント間取引の消去であります。 

       ２ セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成30年１月１日  至  平成30年９月30日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  (注) １ セグメント利益又は損失の調整額79百万円は、セグメント間取引の消去であります。 

       ２ セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

          (単位：百万円) 

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 食品事業 流通事業 その他事業 計 

売上高             

  外部顧客への売上高 726,015 45,017 7,749 778,782 ― 778,782 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

6,454 5,166 26,936 38,557 △38,557 ― 

計 732,469 50,183 34,686 817,340 △38,557 778,782 

セグメント利益又は損失(△) 21,248 △810 1,184 21,621 360 21,982 
 

          (単位：百万円) 

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 食品事業 流通事業 その他事業 計 

売上高             

  外部顧客への売上高 733,925 43,203 8,079 785,208 ― 785,208 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

6,482 5,070 31,168 42,721 △42,721 ― 

計 740,408 48,273 39,247 827,929 △42,721 785,208 

セグメント利益又は損失(△) 17,421 △806 1,502 18,116 79 18,196 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成29年１月１日 
至  平成29年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成30年１月１日 
至  平成30年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 61円32銭 47円56銭 

(算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 13,455 10,359 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(百万円) 

13,455 10,359 

普通株式の期中平均株式数(千株) 219,439 217,801 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成30年11月12日

  山 崎 製 パ ン 株 式 会 社  

取 締 役 会   御 中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山崎製パン株式

会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年１月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山崎製パン株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

日  栄  監  査  法  人 
 

業務執行社員 
指 定 社 員

  公認会計士     山    田    浩    一    ㊞ 
 

業務執行社員 
指 定 社 員

  公認会計士     腰    越        勉      ㊞  
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成30年11月12日 

【会社名】 山崎製パン株式会社  

【英訳名】 YAMAZAKI BAKING CO., LTD.  

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  飯  島  延  浩  

【最高財務責任者の役職氏名】 該当はありません  

【本店の所在の場所】 東京都千代田区岩本町三丁目10番１号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長飯島延浩は、当社の第71期第３四半期（自  平成30年７月１日  至  平成30年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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